
1 
 

平成 29年 10月 31日 

各 位 

会 社 名 住友重機械工業株式会社 

代表者名 代表取締役社長 別川 俊介 

（コード番号  6302  東証第一部） 

問合せ先 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部長 

  佐藤 常芳 

    （TEL．03-6737-2333） 

 

 

連結子会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 30年 4月 1日付で当社の 100％子会社である住重富

田機器株式会社及び住重テクノス株式会社を吸収合併することを決議しましたのでお知らせいたしま

す。なお、本合併は連結子会社を対象とする簡易吸収合併のため、開示事項・内容を一部省略してお

ります。 

 

記 

 

１． 合併の目的  

当社グループでは、パワートランスミッション・コントロール事業部にて、ギヤモータ事業を

グローバルに展開しております。この度、経営資源を当社に集約し、ギヤモータ事業の製品競

争力の強化を図るため、住重富田機器株式会社と住重テクノス株式会社を吸収合併し、当社パ

ワートランスミッション・コントロール事業部に統合することといたしました。 

 

２．合併の要旨  

(1) 合併の日程  

平成29年10月31日 合併契約承認取締役会  

平成29年10月31日 合併契約締結  

平成30年 4月 1日 合併予定日（効力発生日）  

※本合併は、会社法第796条第2項に規定する簡易合併及び会社法第784条第1項に規定する略

式合併であるため、存続会社及び消滅会社における合併契約に関する株主総会の承認を得る

ことなく行うものであります。  

 

(2) 合併方式  

当社を存続会社とする吸収合併方式で、住重富田機器株式会社及び住重テクノス株式会社は

解散します。  

 

(3) 合併に係る割当ての内容  

100%子会社との合併であり、新株式の発行及び金銭等の交付は行いません。 

 

(4) 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い  

該当事項はありません。  
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３．合併当事会社の概要（平成29年3月31日現在） 

(1) 商号  住友重機械工業株式会社  

（存続会社）  

住重富田機器株式会社 

（消滅会社）  

住重テクノス株式会社

（消滅会社） 

(2) 事業内容  一般産業機械から精密制御機

械まで、各種産業機械の製造

販売  

変減速機の部品加工及び製

造 

変減速機の製造、給

水・受配電設備の管理 

(3) 設立年月日  昭和9年11月1日  昭和25年8月4日 昭和58年8月1日 

(4) 本店所在地  東京都品川区大崎二丁目1番1

号  

愛知県大府市朝日町6-1 愛知県大府市朝日町6-1 

(5) 代表者氏名  代表取締役 別川 俊介  代表取締役 小沼智行 代表取締役 大村良水 

(6) 資本金  30,872百万円  50百万円 20百万円 

(7) 発行済株式数  614,527,405株  1,000,000株  400株 

(8) 決算期  3月31日  3月31日  3月31日 

(9) 従業員数  2,772名  56名  87名 

(10) 大株主及び  

持株比率  

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 6.4%  

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 

5.2%  

住友生命保険相互会社 3.5%  

BNYMSANV AS AGENT/CLIENTS 

LUX UCITS NON TREATY1 3.0%  

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口9） 

2.3%  

住友重機械工業株式会社 

100%  

住友重機械工業株式会

社 100% 

(11)直前事業年度の財政状況及び経営成績（平成29年3月期）   

純資産  409,171百万円（連結）  93百万円  55百万円  

総資産  796,484百万円（連結）  580百万円  199百万円  

１株当たり純資産  650.47円（連結）  92.87円  137,398円  

売上高  674,328百万円（連結）  1,384百万円  556百万円  

営業利益  48,431百万円（連結）  59百万円  11百万円  

経常利益  48,274百万円（連結）  62百万円  10百万円  

当期純利益  33,613百万円（連結）  45百万円  16百万円  

１株当たり当期純

利益  
54.85円（連結）  45.09円  38,796円  

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更は

ありません。 

 

５．業績に与える影響 

本合併は、当社の連結子会社との合併であるため、連結業績に与える影響はありません。 

 

以 上 


